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企 業 局 管 理 規 程

鳥取県企業局企業職員就業規則の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第１号

鳥取県企業局企業職員就業規則の一部を改正する規程

鳥取県企業局企業職員就業規則 (昭和38年鳥取県企業管理規程第６号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

(争議行為の禁止)

第５条 争議行為の禁止については､ 地方公営企業等

の労働関係に関する法律 (昭和27年法律第289号)

第11条の規定の定めるところによる｡

(争議行為の禁止)

第５条 争議行為の禁止については､ 地方公営企業労

働関係法 (昭和27年法律第289号) 第11条の規定の

定めるところによる｡

�����
平成16年３月30日(火)

号外第58号

毎週火･金曜日発行



この規程は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県企業局財務規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第２号

鳥取県企業局財務規程の一部を改正する規程

第１条 鳥取県企業局財務規程 (昭和38年鳥取県企業管理規程第８号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下この条において ｢移動条項等｣

という｡) に対応する同表の改正後の欄中条､ 項及び号の表示に下線が引かれた条､ 項及び号 (以下この条にお

いて ｢移動後条項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条項等を当該移動後条項等とし､ 移動条項等に

対応する移動後条項等が存在しない場合には､ 当該移動条項等 (以下この条において ｢削除条項等｣ という｡)

を削り､ 移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には､ 当該移動後条項等 (以下この条において

｢追加条項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び削除条項等を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣

という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び追加条項等を除く｡ 以下この条に

おいて ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応

する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場

合には､ 当該改正後部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

(知事の事務の委任)

第３条の２ 知事は､ 地方公営企業法 (昭和27年法律

第292号｡ 以下 ｢法｣ という｡) 第13条第２項の規定

に基づき､ 局の出納員にあっては次に掲げる事項を､

事務所の出納員にあっては第２号及び第４号に掲げ

る事項を委任する｡

(１) 小切手の振出し及び資金交付書の発行に関す

ること｡

(２)～(４) 略

(会計帳票)

第７条 出納員は､ 会計に関する取引発生の事実に基

づき､ その取引を表示する帳票を作成するものとす

る｡

２ 帳票の種類は､ 次に掲げるとおりとするものとす

る｡

(１) 収入帳票

(２) 支出帳票

(３) 振替帳票

(知事の事務の委任)

第３条の２ 知事は､ 地方公営企業法 (昭和27年法律

第292号｡ 以下 ｢法｣ という｡) 第13条第２項の規定

に基づき､ 局の出納員にあっては次の各号に掲げる

事項を､ 事務所の出納員にあっては第１号､ 第２号

及び第４号に掲げる事項を委任する｡

(１) 小切手を振り出すこと｡

(２)～(４) 略

(会計伝票)

第７条 出納員は､ 会計に関する取引発生の事実に基

づき､ その取引を表示する伝票を発行するものとす

る｡

２ 伝票の種類は､ 次の各号に掲げるとおりとするも

のとする｡

(１) 収入伝票

(２) 支出伝票

(３) 振替伝票
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(帳票の作成)

第８条 出納員は､ 帳票を作成しようとするときは､

証拠書類により取引が正当で計算が正確であること

を確認するとともに､ 予算の有無及び法令その他諸

規則に適合するかどうかを検査しなければならない｡

２ 帳票には､ 前項の証拠書類を添付しなければなら

ない｡ ただし､ 特別の理由があるときは､ これらの

書類の写しをもって代えることができる｡

３ １件の証拠書類 (その写しを含む｡ 以下同じ｡)

で帳票が２種以上にわたる場合は､ いずれか一の帳

票にこれを添付し､ 他の帳票にはその所在を付記す

るものとする｡

第９条 削除

(帳簿の設置)

第10条 局には､ 次に掲げる帳簿を備え､ 取引を記録

整理しなければならない｡

(１) 略

(２) 現金出納簿 (収入帳票及び支出帳票を勘定科

目ごとに整理し､ 編集したもの)

(３) 諸勘定内訳簿 (収入帳票及び支出帳票以外の

帳票を勘定科目ごとに整理し､ 編集したもの)

(４)～(14) 略

第11条 総務課及び事務所には､ 次に掲げる帳簿を備

え､ 所管物件の保管及び受払の整理をしなければな

らない｡

(１)～(４) 略

(記帳)

第12条 帳簿は､ 会計帳票又は証拠となるべき書類に

より､ 正確かつ明りょうに記載しなければならない｡

(帳票等の整理)

第13条 局の出納員は､ 帳票及び証拠書類を種類別に

区分し､ 日付順に編集整理しなければならない｡

２ 事務所の出納員は､ 取引の終了した帳票に証拠書

類を添え､ 翌月５日までに局の出納員に送付しなけ

ればならない｡

(伝票の発行)

第８条 出納員は､ 伝票を発行しようとするときは､

証拠書類により取引が正当で計算が正確であること

を確認するとともに予算の有無及び法令その他諸規

則に適合するかどうかを検査しなければならない｡

２ 伝票には､ 前項の証拠書類を添付しなければなら

ない｡ ただし､ 特別の理由があるときは､ これらの

書類の写をもってかえることができる｡

３ １件の証拠書類で伝票が２種以上にわたる場合は､

いずれか1つの伝票にこれを添付し､ 他の伝票には

その所在を附記するものとする｡

(仕訳日計)

第９条 出納員は､ 伝票に基づき､ それぞれ仕訳して

日計するものとする｡

(帳簿の設置)

第10条 局には､ 次の各号に掲げる帳簿を備え､ 取引

を記録整理しなければならない｡

(１) 略

(２) 現金出納簿 (現金出納簿用の収入伝票及び支

出伝票を勘定科目ごとに整理し､ 編集したもの)

(３) 諸勘定内訳簿 (現金出納簿用の収入伝票及び

支出伝票以外の伝票を勘定科目ごとに整理し､ 編

集したもの)

(４)～(14) 略

第11条 総務課及び事業所には､ 次の各号に掲げる帳

簿を備え､ 所管物件の保管及び受払の整理をしなけ

ればならない｡

(１)～(４) 略

(記帳)

第12条 帳簿は､ 会計伝票又は証拠となるべき書類に

より､ 正確かつ明りょうに記載しなければならない｡

(伝票等の整理)

第13条 局の出納員は､ 伝票及び証拠書類を種類別に

区分し､ 日付順に編集整理しなければならない｡

２ 事務所の出納員は､ 取引の終了した伝票に証拠書

類を添え､ 日付順に編集整理して､ 翌月５日までに

局の出納員に送付しなければならない｡
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第14条 知事及び事務所の長 (以下 ｢事務所長｣ とい

う｡) は､ 収入の理由が生じたときは､ 当該収入に

ついて､ 調定回議書により所属年度その他必要な事

項を調査のうえ､ 直ちに徴収の決定をし､ 出納員に

通知しなければならない｡

(納入通知書による納入の通知)

第16条 知事及び事務所長は､ 第14条の規定による調

定をしたときは､ 速やかに納入通知書を発行しなけ

ればならない｡

２ 略

(収納決済)

第17条 略

２ 出納員は､ 出納取扱店から領収済通知書を受けた

ときは､ 収入帳票を作成するものとする｡

(支出負担行為及び支出の手続)

第18条 知事及び事務所長は､ 支出負担行為をしよう

とするときは､ 支出負担行為書により行わなければ

ならない｡ ただし､ 諸給与､ 旅費 (旅行命令簿によ

るものに限る｡)､ 恩給その他知事が別に定めるもの

については､ 支出負担行為兼支出回議書その他の書

類をもってこれに代えることができる｡

２ 支出は､ 債権者の請求書により行うものとする｡

３ 出納取扱店又は知事が指定した金融機関に預金口

座を設けている債権者は､ 口座振替の方法により支

払を受けようとするときは､ 請求書にその旨を記載

しなければならない｡

４ 略

５ 略

６ 知事及び事務所長は､ 第２項､ 第４項又は前項の

規定による請求を受けたときは､ 支出回議書又は支

出負担行為兼支出回議書を作成し､ 出納員に送付す

るものとする｡

７ 出納員は､ 前項の支出回議書又は支出負担行為兼

支出回議書を受けたときは､ 関係書類を審査して支

出帳票を作成するものとする｡

第14条 知事及び事務所の長 (以下 ｢事務所長｣ とい

う｡) は､ 収入の理由が生じたときは､ 当該収入に

ついて､ 収入回議書により所属年度その他必要な事

項を調査のうえ､ 直ちに徴収の決定をし､ 収入調定

票に登記するとともに､ 出納員に通知しなければな

らない｡

(納入通知書による納入の通知)

第16条 知事及び事務所長は､ 第14条の規定による調

定をしたときは､ 速やかに納入通知書を収入調定票

により発行しなければならない｡

２ 略

(収納決済)

第17条 略

２ 出納員は､ 出納取扱店から領収済通知書を受けた

ときは､ 収入伝票を発行し､ 第31条第２項の規定に

よる収納日計表と照合しなければならない｡

(支出の手続)

第18条 支出は､ 債権者の請求書により行なうものと

する｡

２ 出納取扱店に預金口座を設けている債権者は､ 口

座振替の方法により支払を受けようとするときは､

請求書にその旨を記載しなければならない｡

３ 略

４ 略

５ 知事及び事務所長は前３項の規定による請求を受

けたときは､ 支出回議書を作成し､ 出納員に送付す

るものとする｡

６ 出納員は､ 前項の支出回議書を受けたときは､ 関

係書類を審査して支出伝票を発行するものとする｡

(小切手)
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(小切手)

第19条 出納員は､ 小切手を振り出したときは､ 直ち

に小切手振出通知書により出納取扱店に通知しなけ

ればならない｡

(口座振替による支払)

第19条の４ 出納員は､ 第18条第２項の規定により､

債権者からその債権者の指定する預金口座に振込み

の請求があったときは､ 資金交付書に支払依頼書及

び磁気テープを添え､ 当該請求に係る支払資金を出

納取扱店に交付しなければならない｡

(支払の確認)

第26条 出納員は､ 第32条の規定により出納取扱店か

ら支払日計表の送付を受けたときは､ 支出帳票と照

合し､ その日の支払額を確認しなければならない｡

(科目振替)

第27条 知事及び事務所長は､ 勘定科目振替の理由が

生じたときは､ 科目振替回議書を作成して出納員に

送付するものとする｡

２ 出納員は､ 前項の回議書を受けたときは､ 振替帳

票を作成して整理するものとする｡

３ 出納員は､ 次の各号のいずれかに該当するときは､

第１項の規定にかかわらず､ 振替帳票を作成して未

収又は未払及び正当科目へ振替整理しなければなら

ない｡

(１) 第14条の規定による調定回議書を受け､ 調定

と同時に現金 (現金に代えて納付される証券を含

む｡) を収入しないとき｡

(２)及び(３) 略

(収納事務)

第31条 略

２及び３ 略

４ 出納取扱店は､ 納入金の納付を受けたときは､ 出

納事務終了後速やかに領収済通知書を出納員に提出

第19条 支払は､ すべて小切手により行なうものとす

る｡

２ 出納員は､ 小切手を振り出したときは､ 直ちに小

切手振出通知書により出納取扱店に通知しなければ

ならない｡

(口座振替による支払)

第19条の４ 出納員は､ 第18条第１項の規定により､

債権者からその債権者の指定する預金口座に振込み

の請求があったときは､ 出納取扱店を受取人とする

小切手を振り出し､ その表面余白に ｢銀行振込｣ の

印を押し､ 支払依頼書を添え､ これを出納取扱店に

交付しなければならない｡

(支払の確認)

第26条 出納員は､ 第32条の規定により出納取扱店か

ら支払日計表の送付を受けたときは､ 支出伝票と照

合し､ その日の支払額を確認しなければならない｡

(科目振替)

第27条 知事及び事務所長は､ 勘定科目振替の理由が

生じたときは､ 科目振替回議書を作成して出納員に

送付するものとする｡

２ 出納員は､ 前項の回議書を受けたときは､ 振替伝

票を発行して整理するものとする｡

３ 出納員は､ 次の各号の一に該当するときは､ 第１

項の規定にかかわらず､ 振替伝票を発行して未収又

は未払及び正当科目へ振替整理しなければならない｡

(１) 第16条の規定による収入回議書を受け､ 調定

と同時に現金 (現金に代えて納付される証券を含

む｡) を収入しないとき｡

(２)及び(３) 略

(収納事務)

第31条 略

２及び３ 略

４ 出納取扱店は､ 納入金の納付を受けたときは､ 出

納事務終了後速やかに領収済通知書及び収納日計表
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しなければならない｡

(支払事務)

第32条 出納取扱店は､ 出納員が振り出した小切手又

は第19条の４の規定により交付された資金交付書

(第５項において ｢資金交付書｣ という｡) により支

払事務を行わなければならない｡

２～４ 略

５ 出納取扱店は､ 資金交付書の交付を受けたときは､

交付を受けた資金を債権者の口座に振り込み､ 出納

事務終了後速やかに支払日計表を出納員に提出しな

ければならない｡

(物品取扱員)

第39条 総務課及び事務所に､ 物品取扱員 (以下 ｢取

扱員｣ という｡) を置き､ 局長が命ずる｡

２ 略

(貯蔵品)

第42条 略

２ 出納員は､ 物品を取得したときは､ 振替帳票によ

り次に掲げる取得価格をもって貯蔵品出納簿に受入

記帳しなければならない｡

(１)～(３) 略

３ 出納員は､ 物品を倉出したときは､ 振替帳票によ

り貯蔵品出納簿に払出記帳をしなければならない｡

４ 略

(維持保管)

第53条 総務課及び事務所に､ 固定資産取扱責任者

(以下 ｢取扱責任者｣ という｡) を置き､ 局長がこれ

を命ずる｡

２ 略

第62条 局の出納員は､ 事業年度の期末決算のため次

に掲げる手続により､ 振替帳票を作成して修正記入

をしなければならない｡

(１)～(５) 略

を出納員に提出しなければならない｡

(支払事務)

第32条 出納取扱店は､ 出納員が振り出した小切手に

より支払事務を行わなければならない｡

２～４ 略

(物品取扱員)

第39条 総務課及び事業所に､ 物品取扱員 (以下 ｢取

扱員｣ という｡) を置き､ 局長が命ずる｡

２ 略

(貯蔵品)

第42条 略

２ 出納員は､ 物品を取得したときは､ 振替伝票によ

り次の各号に掲げる取得価格をもって貯蔵品出納簿

に受入記帳しなけ

ればならない｡

(１)～(３) 略

３ 出納員は､ 物品を倉出したときは､ 振替伝票によ

り貯蔵品出納簿に払出記帳をしなければならない｡

４ 略

(維持保管)

第53条 総務課及び事業所に､ 固定資産取扱責任者

(以下 ｢取扱責任者｣ という｡) を置き､ 局長がこれ

を命ずる｡

２ 略

第62条 局の出納員は､ 事業年度の期末決算のため次

の各号の手続きにより､ 振替伝票を発行して修正記

入をしなければならない｡

(１)～(５) 略

(書類等の様式)

第66条 この企業管理規程による帳簿､ 帳票､ その他

書類の様式は次の各号に掲げるところによるものと

(書類等の様式)

第66条 この企業管理規程による帳簿､ 伝票､ その他

書類の様式は､ 次の各号に掲げるところによるもの
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し､ 同各号に掲げられていないものは局長が別に定

めるものとする｡

(名称) (様式番号)

(１) 調定回議書 略

(２) 削除

(３) 収入帳票 略

(４) 支出回議書 (支出帳票) 略

(５) 削除

(６)及び(７) 略

(８) 科目振替回議書 (振替帳票) 略

(９) 削除

(10)～(28) 略

(29) 削除

(30)～(34) 略

(35) 支出負担行為書 第35号様式

(36) 支出負担行為兼支出回議書 (支出帳票)

第36号様式

(37) 資金交付書 第37号様式

別表第１ (第６条､ 第49条関係)

鳥取県営電気事業勘定科目

資産の部～収益の部 略

費用の部

11 費用

とし､ 各号に掲げてないものは局長が別に定めるも

のとする｡

(名称) (様式番号)

(１) 収入回議書 略

(２) 収入調定票 第２号様式

(３) 収入伝票 略

(４) 支出回議書 略

(５) 支出伝票 第５号様式

(６)及び(７) 略

(８) 科目振替回議書 略

(９) 振替伝票 第９号様式

(10)～(28) 略

(29) 収納日計表 第29号様式

(30)～(34) 略

別表第１ (第６条､ 第49条関係)

鳥取県営電気事業勘定科目

資産の部～収益の部 略

費用の部

11 費用
款 項 目 節 細 節 備 考 款 項 目 節 細 節 備 考

電気事業費用

営 業 費 用

略

(何) 水力発電費

略

一 般 管 理 費

略

略

賃 借 料

委 託 費

略

通信運搬費

略

略

賃 借 料

委 託 費

略

略

借地借家料

雑 賃 借 料

略

略

借地借家料

雑 賃 借 料

略

略

委託運転費及び雑委託費

を整理する｡

略

通信料､ 運搬代をいう｡

略

略

電気事業費用

営 業 費 用

略

(何) 水力発電費

略

一 般 管 理 費

略

略

賃 借 料

略

通信運搬費

略

略

賃 借 料

略

略

借地借家料

雑 賃 借 料

略

略

借地借家料

雑 賃 借 料

略

略

略

郵便通信料､ 運搬代をい

う｡

略

略

鳥取県営工業用水道事業勘定科目 略

鳥取県営埋立事業勘定科目

資産の部

１ 固定資産及び２ 土地造成 略

３ 流動資産

鳥取県営工業用水道事業勘定科目 略

鳥取県営埋立事業勘定科目

資産の部

１ 固定資産及び２ 土地造成 略

３ 流動資産
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科 目 款 項 目 節 備 考 科 目 款 項 目 節 備 考

流 動 資 産

略

前 払 金

繰延年賦売却損

略

略

割賦分譲契約の締結によっ

て生じる売却損相当額を

計上し､ 分譲代金収納時

に土地売却原価に振り替

える｡

流 動 資 産

略

前 払 金

略

略

４ 繰延勘定 略

負債の部

５ 固定負債 略

６ 流動負債

４ 繰延勘定 略

負債の部

５ 固定負債 略

６ 流動負債
科 目 款 項 目 節 備 考 科 目 款 項 目 節 備 考

流 動 負 債

略

前 払 金

繰延年賦売却益

略

略

略

割賦分譲契約の締結によっ

て生じる売却益相当額を

計上し､ 分譲代金収納時

に土地売却益に振り替え

る｡

流 動 負 債

略

前 払 金

略

略

略

資本の部～費用の部 略 資本の部～費用の部 略



第２条 鳥取県企業局財務規程の一部を次のように改正する｡

第１号様式から第５号様式までを次のように改める｡

第１号様式 (第14条､ 第27条､ 第66条関係)
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調 定 回 議 書 起案年月日 年 月 日

年度 会計 課(所)

予算科目

款 項 目 節 細節

勘定科目 (借方)

款 項 目 節 細節

勘定科目 (貸方)

款 項 目 節 細節

調定年月日 調定番号

調定額

納入期限

消

費

税

区分 課税
課税対象額
税額

非課税額
不課税額
特定収入

納入年月日

摘 要

納入義務者 住所

氏名

企業出納員 (合 議)

(決裁権者) (合 議) 主査

番号



第２号様式 削除

第３号様式 (第７条､ 第10条､ 第17条､ 第66条関係)
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収入帳票

原調定№ 課 (所)

年 度 会 計

調定年月日 調 定 額

納入期限 課税区分：
消費税額：納入義務者

摘 要

予算科目
(款)
(項)
(目)
(節)
(細節)

予 算 額

調定済額

納入済額

収納№

収納年月日

収 納 額

課税区分：
消費税額：

借方勘定科目
(款)
(項)
(目)
(節)
(細節)

貸方勘定科目
(款)
(項)
(目)
(節)
(細節)

企業出納員 (合 議) 主査



第４号様式 (第７条､ 第10条､ 第18条､ 第26条､ 第66条関係)
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支出回議書 (支出帳票) 起案年月日 年 月 日

年度 会計 課(所)

予算科目

款 項 目 節 細節

勘定科目 (借方)

款 項 目 節 細節

勘定科目 (貸方)

款 項 目 節 細節

支出命令日 支出負担行為番号

支出命令額 支払区分

支払予定日

消

費

税

区分
課税対象額
税額

非課税額
不課税額
特定収入

支払日

支出負担行為額

支出済額

支出未済額

摘 要

債権者 住所

氏名

企業出納員 (合 議)

(決裁権者) (合 議) 主査

番号



第５号様式 削除

第６号様式及び第７号様式中 ｢昭和｣ を削る｡

第８号様式及び第９号様式を次のように改める｡

第８号様式 (第７条､ 第27条､ 第42条､ 第62条､ 第66条関係)
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科目振替回議書 (振替帳票) 起案年月日 年 月 日

年度 会計 課(所)

予算科目 (振替・更正元)

款 項 目 節 細節

予算科目 (更正先)

款 項 目 節 細節

勘定科目 (借方)

款 項 目 節 細節

勘定科目 (貸方)

款 項 目 節 細節

振替年月日 振替・更生の別

振替額

消

費

税

区分
課税対象額
税額

非課税額
不課税額
特定収入

予算残額 (元)

予算残額 (先)

摘要 (理由)

企業出納員 (合 議)

(決裁権者) (合 議) 主査

番号



第９号様式 削除

第13号様式 (その１) 中 ｢昭和｣ を削り､ ｢伝票番号｣ を ｢帳票番号｣ に改める｡

第13号様式 (その２) から第13号様式 (その４) まで､ 第16号様式及び第17号様式中 ｢伝票番号｣ を ｢帳票

番号｣ に改める｡

第20号様式及び第22号様式中 ｢昭和｣ を削る｡

第24号様式を次のように改める｡

第24号様式 (第15条､ 第16条､ 第16条の２､ 第17条､ 第25条､ 第31条､ 第33条の２､ 第66条関係)
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納入通知書・領収書
納 入 者

住所氏名

番号 年度 事業会計

款 項

目 節

金 額
百万 千 円

上記の金額を 年 月 日までに納入して下さい｡

納付場所

年 月 日

鳥取県知事

上記の料金を領収しました｡

年 月 日

銀行 店

領収済通知書 (控)
納 入 者

住所氏名

番号 年度 事業会計

款 項

目 節

金 額
百万 千 円

上記の金額を領収したので通知します｡

年 月 日

銀行 店

テレ為替扱 鳥取県企業局

回 送 先

領 収 済 通 知 書
納 入 者

住所氏名

番号 年度 事業会計

款 項

目 節

金 額
百万 千 円

上記の金額を領収したので通知します｡

年 月 日

銀行 店

鳥取県企業局企業出納員 様

テレ為替扱 鳥取県企業局

回 送 先



第25号様式から第27号様式まで中 ｢昭和｣ を削る｡

第28号様式中 ｢昭和｣ を削り､ ｢ 小切手番号 ｣ を

｢

｣

に改める｡

第29号様式を次のように改める｡

第29号様式 削除

第31号様式中 ｢昭和｣ を削る｡

第33号様式及び第34号様式中 ｢伝票番号｣ を ｢帳票番号｣ に改める｡

第34号様式の次に次の３様式を加える｡

第35号様式 (第18条､ 第66条関係)
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小切手番号又は

資金交付書の番号

支 出 負 担 行 為 書
下記のとおり支出負担行為してよいか伺います｡

負担行為番号

課所名 起案年月日 支出負担行為の日
℡

年 月 日 年 月 日

年度
会 計 予 算 科 目

款 項 目 節 細節

支出行為負担額 円
変 更 前 の
支出負担行為額

円
( )

予 算 額 円
変 更 後 の
支出負担行為額

円
( )

執 行 済 額 円
契 約 方 法
根 拠 法 令

予 算 残 額 円
支 出 区 分
根 拠 法 令

摘要

(決裁権者) (合 議) 主査 保存期間 永･10･5･1

分類記号 ・ ・ ・

取扱区分

債 権 者 コード

住所

氏名

消費税区分

課税対象額

税額

非課税対象額

不課税対象額

(協議)

(合 議)

(合 議)

(合 議)

執 行 年 月 日 執行区分及び執行数
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
処 理 期 限 ・ ・ ・

企 業 出 納 員 (合 議)

企局 第 号 決 裁 済 印

審 査 浄 書

照 合 発 送

完結印



第36号様式 (第７条､ 第10条､ 第18条､ 第26条､ 第66条関係)
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支出負担行為兼支出回議書 (支出帳票) 起案年月日 年 月 日

年度 会計 課(所)

予算科目

款 項 目 節 細節

勘定科目 (借方)

款 項 目 節 細節

勘定科目 (貸方)

款 項 目 節 細節

支出命令日 支出負担行為番号

支出命令額 支払区分

支払予定日

消

費

税

区分
課税対象額
税額

非課税額
不課税額
特定収入

支払日

支出負担行為額

支出済額

支出未済額

摘 要

債権者 住所

氏名

企業出納員 (合 議)

(決裁権者) (合 議) 主査

番号



第37号様式 (第３条の２､ 第19条の４､ 第32条､ 第66条関係)

資 金 交 付 書

発行 年 月 日

整理番号 第 号

鳥取県企業局出納取扱金融機関 御中

鳥取県企業局企業出納員

口座振替による支払金として下記の金額を交付します｡

会計別内訳

附 則

この規則は､ 平成16年４月１日から施行する｡

鳥取県企業局組織規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第３号

鳥取県企業局組織規程の一部を改正する規程
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鳥取県企

業局企業

出納員印

交付総額 円

支 払 日 年 月 日

会計 会計 会計 会計

件 件 件 件

円 円 円 円



鳥取県企業局組織規程 (平成５年鳥取県企業管理規程第４号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項及び表の細目の表示に下線が引かれた項及び表の細目 (以下本則において ｢移動項等｣

という｡) に対応する次の表の改正後の欄中項及び表の細目の表示に下線が引かれた項及び表の細目 (以下本則

において ｢移動後項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動項等を当該移動後項等とし､ 移動項等に対応

する移動後項等が存在しない場合には､ 当該移動項等 (以下本則において ｢削除項等｣ という｡) を削り､ 移動

後項等に対応する移動項等が存在しない場合には､ 当該移動後項等 (以下本則において ｢追加項等｣ という｡)

を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (削除項等及び表の細目の表示を除く｡ 以下本則において ｢改正部

分｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (追加項等及び表の細目の表示を除く｡ 以

下本則において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部

分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在し

ない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る｡
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改 正 後 改 正 前

目次

第１章及び第２章 略

第３章 事務所 (第９条－第14条)

附則

(組織の区分)

第２条 県営企業の管理者の権限を行う知事の権限に

属する事務を処理する組織は､ 本局及び事務所とす

る｡

(事務分担)

第８条 係等に属する職員の分担事務は､ 課の長が定

める｡

２ 略

第３章 事務所

(設置)

第９条 事務所 (以下 ｢所｣ という｡) を次のとおり

置く｡

目次

第１章及び第２章 略

第３章 事業所 (第９条－第14条)

附則

(組織の区分)

第２条 県営企業の管理者の権限を行う知事の権限に

属する事務を処理する組織は､ 本局及び事業所とす

る｡

(事務分担)

第８条 係等に属する職員の分担事務は､ 係等の長の

意見を徴して課の長が定める｡

２ 略

第３章 事業所

(設置)

第９条 事業所 (以下 ｢所｣ という｡) を次のとおり

置く｡

名 称 位 置 管 轄 区 域 名 称 位 置 管 轄 区 域

鳥取県企

業局東部

事務所

鳥取市

鳥取市､ 倉吉市､ 岩美郡､ 八

頭郡､ 気高郡及び東伯郡

鳥取県企

業局東部

事務所

鳥取市

鳥取市､ 岩美郡､ 八頭郡及び

気高郡

鳥取県企

業局西部

事務所

略 鳥取県企

業局中部

管理所

三朝町 倉吉市及び東伯郡

鳥取県企

業局西部

略



附 則

(施行期日)

１ この規程は､ 平成16年４月１日から施行する｡

(鳥取県企業局企業職員就業規則の一部改正)

２ 鳥取県企業局企業職員就業規則 (昭和38年鳥取県企業管理規程第６号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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事務所

(係の設置)

第10条 次の表の左欄に掲げる所に､ それぞれ同表の

右欄に掲げる係を置く｡

(係の設置)

第10条 次の表の左欄に掲げる所に､ それぞれ同表の

右欄に掲げる係を置く｡

鳥取県企

業局東部

事務所

管理係､ 土木係､ 運転係

鳥取県企

業局東部

事務所

管理係､ 運転係

鳥取県企

業局西部

事務所

土木係､ 管理係

鳥取県企

業局西部

事務所

庶務係､ 工務係､ 管理係

(分掌事務)

第11条 略

２ 次の表の左欄に掲げる所においては､ 前項の事務

のほか､ 同表の右欄に掲げる事務を分掌する｡

(分掌事務)

第11条 略

２ 次の表の左欄に掲げる所においては､ 前項の事務

のほか､ 同表の右欄に掲げる事務を分掌する｡

鳥取県企

業局東部

事務所

１ 電力の供給に関すること (鳥取県

企業局西部事務所の管轄区域 (以下

｢西部｣という｡)に係るものを含む｡)｡

２ 遠方監視制御設備 (西部に所在す

るものを含む｡) の運用に関するこ

と｡

３～５ 略

鳥取県企

業局東部

事務所

１ 電力の供給に関すること (鳥取県

企業局中部管理所及び鳥取県企業局

西部事務所の管轄区域 (以下 ｢中・

西部｣ という｡) に係るものを含む｡)｡

２ 遠方監視制御設備 (中・西部に所

在するものを含む｡) の運用に関す

ること｡

３～５ 略

鳥取県企

業局西部

事務所

１～３ 略

４ 工業用水及び埋立造成地の営業に

関すること｡

５ 略

鳥取県企

業局西部

事務所

１～３ 略

４ 略

(事務分担)

第14条 所の職員の分担事務は､ 所の長が定める｡

(事務分担)

第14条 係員の分担事務は､ 係の長の意見を徴して所

の長が定める｡

２ 鳥取県企業局中部管理所の所員の分担事務及び次

長を１の所に２人以上置く場合における当該次長の

分担事務は､ 当該所の長が定める｡



(企業局企業職員の給与に関する規程の一部改正)

３ 企業局企業職員の給与に関する規程 (昭和41年鳥取県企業管理規程第２号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この項において ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

(勤務時間､ 休暇等)

第８条 職員の勤務時間､ 休日及び休暇については､

職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平成６年鳥

取県条例第35号) 及び職員の勤務時間､ 休暇等に関

する規則 (平成６年鳥取県人事委員会規則第15号)

の規定の適用を受ける県職員の例による｡ ただし､

事務所の交替勤務者の勤務時間については､ 週休日

に関することを除き､ 次に定めるところによる｡

(１)～(４) 略

(勤務時間､ 休暇等)

第８条 職員の勤務時間､ 休日及び休暇については､

職員の勤務時間､ 休暇等に関する条例 (平成６年鳥

取県条例第35号) 及び職員の勤務時間､ 休暇等に関

する規則 (平成６年鳥取県人事委員会規則第15号)

の規定の適用を受ける県職員の例による｡ ただし､

事業所の交替勤務者の勤務時間については､ 週休日

に関することを除き､ 次に定めるところによる｡

(１)～(４) 略

改 正 後 改 正 前

(工業用水送水機器操作保守業務手当)

第12条 工業用水送水機器操作保守業務手当は､ 次に

掲げる場合に支給する｡

(１) 事務所 (東部事務所又は西部事務所をいう｡

次号､ 別表第１及び別表第２において同じ｡) に

勤務する職員のうち知事の定める職員が工業用水

の送水機器の困難な操作及び保守の業務に従事し

たとき｡

(２) 事務所に勤務する職員 (前号に掲げる者を除

く｡) が工業用水の送水機器の困難な操作及び保

守の業務に従事したとき｡

２及び３ 略

(特地勤務手当等)

第13条の５ 条例第７条の２の企業管理規程で定める

特地事務所は､ 次の表に掲げる事務所とし､ その級

別区分は､ 同表に定めるとおりとする｡

(工業用水送水機器操作保守業務手当)

第12条 工業用水送水機器操作保守業務手当は､ 次に

掲げる場合に支給する｡

(１) 東部事務所又は西部事務所に勤務する職員の

うち知事の定める職員が工業用水の送水機器の困

難な操作及び保守の業務に従事したとき｡

(２) 東部事務所又は西部事務所に勤務する職員

(前号に掲げる者を除く｡) が工業用水の送水機器

の困難な操作及び保守の業務に従事したとき｡

２及び３ 略

(特地勤務手当等)

第13条の５ 条例第７条の２の企業管理規程で定める

特地事務所は､ 次の表に掲げる事務所とし､その級

別区分は､ 同表に定めるとおりとする｡

事 務 所 所 在 地 級別区分 事 務 所 所 在 地 級別区分

略 略

東部事務所

中津ダム

略 中部管理所

中津ダム

略

別表第１ (第３条､ 第４条関係) 別表第１ (第３条､ 第４条関係)



鳥取県企業局事務決裁規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局管理規程第４号

鳥取県企業局事務決裁規程の一部を改正する規程

鳥取県企業局事務決裁規程 (平成５年鳥取県企業管理規程第５号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下 ｢移動別表細目｣ という｡) に対

応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下 ｢移動後別表細目｣ という｡)

が存在する場合には､ 当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし､ 移動後別表細目に対応する移動別表細目が

存在しない場合には､ 当該移動後別表細目 (以下 ｢追加別表細目｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応す

る次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示及び追加別表細目を除く｡ 以下 ｢改正後部分｣

という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在

しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分

を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の

表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正後表｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正表を当該改正後表に改め､

改正表に対応する改正後表が存在しない場合には､ 当該改正表を削る｡
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級別職務分類表

ア 一般職員

級別職務分類表

ア 一般職員

職務の級 職 務 職務の級 職 務

略 略

６級

１ 略

２ 事務所の次長の職務

３及び４ 略

６級

１ 略

２ 事業所の次長の職務

３及び４ 略

７級

１ 略

２ 事務所の困難な業務を処理する

次長の職務

３及び４ 略

７級

１ 略

２ 事業所の困難な業務を処理する

次長の職務

３及び４ 略

略 略

イ 略

別表第２ (第14条関係)

イ 略

別表第２ (第14条関係)

組織 職 支給割合 組織 職 支給割合

略 略

事務所 所 長 100分の16 事業所 所 長 100分の16

改 正 後 改 正 前
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(定義)

第２条 この規程において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(４) 略

(５) 正当決裁権者 知事､ 専決権者又は東部事務

所若しくは西部事務所 (以下 ｢事務所｣ という｡)

の長をいう｡

(６)～(８) 略

(工事の執行等に係る専決事項)

第５条 前条の規定にかかわらず､ 工事の執行及び工

業用水の給水に係る事務については､ 局長及び総務

課長は､ 別表第４に掲げる事項 (次条の規定により

事務所の長に委任された事務を除く｡) を専決する

ものとする｡

(事務所の長の委任決裁事項)

第６条 事務所の長の委任決裁事項は､ 別表第５に掲

げる事項 (発電所又は工業用水道の新設に係るもの

を除く｡) とする｡

(代決)

第８条 代決は､ 次の表の左欄に掲げる正当決裁権者

の区分に応じ､ それぞれ同表の中欄に掲げる第１順

位者が行い､ 正当決裁権者及び第１順位者がともに

不在のときは､ それぞれ同表の右欄に掲げる第２順

位者が行うことができる｡

(定義)

第２条 この規程において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(４) 略

(５) 正当決裁権者 知事､ 専決権者又は事業所の

長をいう｡

(６)～(８) 略

(工事の執行等に係る専決事項)

第５条 前条の規定にかかわらず､ 工事の執行及び工

業用水の給水に係る事務については､ 局長及び総務

課長は､ 別表第４に掲げる事項 (次条の規定により

事業所の長に委任された事務を除く｡) を専決する

ものとする｡

(事業所の長の委任決裁事項)

第６条 事業所の長の委任決裁事項は､ 別表第５に掲

げる事項 (発電所又は工業用水道の新設に係るもの

を除く｡) とする｡

(代決)

第８条 代決は､ 次の表の左欄に掲げる正当決裁権者

の区分に応じ､ それぞれ同表の中欄に掲げる第１順

位者が行い､ 正当決裁権者及び第１順位者がともに

不在のときは､ それぞれ同表の右欄に掲げる第２順

位者が行うことができる｡

正当決裁権者 第１順位者 第２順位者 正当決裁権者 第１順位者 第２順位者

略 略

次長を置く事

務所の長
次長

主務係長

(係を置かない

事務所にあって

は､ その長があ

らかじめ定める

上席の吏員)

次長を置く事

業所の長
次長

主務係長

(係を置かない

事業所にあって

は､ その長があ

らかじめ定める

上席の吏員)

次長を置かな

い事務所の長
主務係長

事務所の長があ

らかじめ定める

上席の吏員
次長を置かな

い事業所の長

係を置く事業所

主務係長

事業所の長があ

らかじめ定める

上席の吏員

係を置かない事

業所

事業所の長が

あらかじめ定
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める上席の吏

員

２ 略

(専決､ 委任決裁又は代決に係る事務処理の制限)

第９条 専決権者､ 事務所の長又は代決権者は､ 専決､

委任決裁又は代決に係る事務が次の各号のいずれか

に該当すると認められる場合には､ 上司の指揮を受

けてこれを処理しなければならない｡

(１)及び(２) 略

別表第１ (第３条関係)

知事の決裁事項

１～８ 略

９ 課長若しくはこれに相当する職以上の職員又は

事務所の長 (以下 ｢課長等｣ という｡) に対する

外国旅行の旅行命令及びその復命の受理

10～23 略

別表第２ (第４条関係)

局長の専決事項

１～５ 略

６ 事務所の長に対する内国旅行 (５日以上県外を

旅行する場合に限る｡) の旅行命令その他の勤務

命令及びその復命の受理

７ 次長等又は事務所の長に対する育児休業等の承

認及びその取消し

８ 略

８の２ 事務所の長に対する休暇 (年次有給休暇､

無給休暇及び産前休暇等を除く｡) 又は職務に専

念する義務の免除 (職務に専念する義務の特例に

関する規則 (平成６年鳥取県人事委員会規則第16

号) 第２条の表第９号及び第10号に該当する場合

を除く｡) のうち７日以上にわたるものの承認

９～14 略

15 １件の予定価格が500万円以上7,000万円未満の

動産又は不動産の取得及び処分

16 略

17 １件の金額が500万円以上の収入命令 (次表総

務課長の専決事項の項第11号に掲げるものを除く｡)

18 １件の金額が2,000万円以上の支出負担行為

(第６条の規定により事務所の長に委任された事

２ 略

(専決､ 委任決裁又は代決に係る事務処理の制限)

第９条 専決権者､ 事業所の長又は代決権者は､ 専決､

委任決裁又は代決に係る事務が次の各号の一に該当

すると認められる場合には､ 上司の指揮を受けてこ

れを処理しなければならない｡

(１)及び(２) 略

別表第１ (第３条関係)

知事の決裁事項

１～８ 略

９ 課長若しくはこれに相当する職以上の職員又は

事業所の長 (以下 ｢課長等｣ という｡) に対する

外国旅行の旅行命令及びその復命の受理

10～23 略

別表第２ (第４条関係)

局長の専決事項

１～５ 略

６ 事業所の長に対する内国旅行 (５日以上県外を

旅行する場合に限る｡) の旅行命令その他の勤務

命令及びその復命の受理

７ 次長等又は事業所の長に対する育児休業等の承

認及びその取消し

８ 略

８の２ 事業所の長に対する休暇 (年次有給休暇､

無給休暇及び産前休暇等を除く｡) 又は職務に専

念する義務の免除 (職務に専念する義務の特例に

関する規則 (平成６年12月鳥取県人事委員会規則

第16号) 第２条の表第９号及び第10号に該当する

場合を除く｡) のうち７日以上にわたるものの承

認

９～14 略

15 １件の予定価格が100万円以上7,000万円未満の

動産又は不動産の取得及び処分

16 略

17 １件の金額が500万円以上の収入命令

18 １件の金額が2,000万円以上の支出負担行為 (第

６条の規定により事業所の長に委任された事務を
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務を除く｡)

19～21 略

別表第３ (第４条関係)

除く｡)

19～21 略

別表第３ (第４条関係)

課長の共

通専決事

項

略 課長の共

通専決事

項

略

総務課長

の専決事

項

１～６ 略

７ 不動産の登記の嘱託 (第６条の規

定により事務所の長に委任された事

務を除く｡)

８ １件の予定価格が5,000,000円未満

の動産又は不動産の取得及び処分

９ 略

10 １件の金額が5,000,000円未満の収

入命令 (第６条の規定により事務所

の長に委任された事務を除く｡)

11 工業用水給水料金の収入命令

12 １件の金額が20,000,000円未満の

支出負担行為 (第６条の規定により

事務所の長に委任された事務を除く｡)

13 １件の金額が50,000,000円未満の

支出命令 (第６条の規定により事務

所の長に委任された事務を除く｡)

14 略

15 略

16 略

17 略

総務課長

の専決事

項

１～６ 略

７ 不動産の登記の嘱託 (第６条の規

定により事業所の長に委任された事

務を除く｡)

８ １件の予定価格が1,000,000円未満

の動産又は不動産の取得及び処分

９ 略

10 １件の金額が5,000,000円未満の収

入命令 (第６条の規定により事業所

の長に委任された事務を除く｡)

11 １件の金額が20,000,000円未満の

支出負担行為 (第６条の規定により

事業所の長に委任された事務を除く｡)

12 １件の金額が50,000,000円未満の

支出命令 (第６条の規定により事業

所の長に委任された事務を除く｡)

13 略

14 略

15 略

16 略

別表第５ (第６条関係) 別表第５ (第６条関係)

事務所の

長の委任

決裁事項

１ 事務所の職員 (以下 ｢所員｣ とい

う｡) に対する内国旅行 (事務所の

長が５日以上県外を旅行する場合を

除く｡) の旅行命令その他の勤務命

令及びその復命の受理

２ 所員 (事務所の長を除く｡) に対

する休暇 (年次有給休暇､ 無給休暇

及び産前休暇等を除く｡) 又は職務

に専念する義務の免除の承認

３ 略

４ 事務所に係る資産の管理のうち軽

易なもの

５ 期間が６月未満である埋立事業の

事業所の

長の共通

委任決裁

事項

１ 事業所の職員 (以下 ｢所員｣ とい

う｡) に対する内国旅行 (事業所の

長が５日以上県外を旅行する場合を

除く｡) の旅行命令その他の勤務命

令及びその復命の受理

２ 所員 (事業所の長を除く｡) に対

する休暇 (年次有給休暇､ 無給休暇

及び産前休暇等を除く｡) 又は職務

に専念する義務の免除の承認

３ 略

４ 資産の使用の許可 (使用の期間が

１月未満のものである場合に限る｡)
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造成土地に係る貸付け

６ 除草､ 清掃その他の施設の保全に

関する事務の委託の決定

７ 土木工事の執行のための土地の取

得若しくは使用若しくは地上権､ 地

役権その他土地に関する所有権以外

の権利､ 鉱業権､ 温泉を利用する権

利若しくは立木､ 建物その他土地に

定着する物件の所有権若しくは所有

権以外の権利の取得､ 使用若しくは

消滅又はそれらに伴う損失の補償に

係る契約の締結

８ 不動産の登記の嘱託

９ １件の金額が5,000,000円未満の収

入命令 (別表第３総務課長の専決事

項の項第11号に掲げるものを除く｡)

10 請負対象設計金額が50,000,000円

未満の工事の起工の決定及び当該起

工の決定をした工事に係る設計の変

更で変更前の請負対象設計金額の５

割を超えない範囲内のもの

11 請負対象設計金額が10,000,000円

未満の工事に係る請負契約の締結を

随意契約の方法によることの決定

12 請負対象設計金額が50,000,000円

未満の工事に係る請負契約の締結の

決定

13 請負対象設計金額が50,000,000円

未満の工事に係る一般競争入札又は

指名競争入札の執行

14 鳥取県企業局財務規程第65条の３

の規定によりその例によることとさ

れる鳥取県建設工事執行規則に基づ

く知事の権限に属する事務のうち次

５ 請負対象設計金額が2,500,000円

(東部事務所長にあっては10,000,000

円 ､ 西部事務所長にあっては

50,000,000円) 未満の工事の起工の

決定及び当該起工の決定をした工事

に係る設計の変更で変更前の請負対

象設計金額の５割を超えない範囲内

のもの

６ 請負対象設計金額が2,500,000円

(東部事務所長及び西部事務所長に

あっては､ 5,000,000円) 未満の工事

に係る請負契約の締結を随意契約の

方法によることの決定

７ 請負対象設計金額が2,500,000円

(東部事務所長にあっては10,000,000

円 ､ 西部事務所長にあっては

50,000,000円) 未満の工事に係る請

負契約の締結の決定

８ 請負対象設計金額が2,500,000円

(東部事務所長にあっては10,000,000

円 ､ 西部事務所長にあっては

50,000,000円) 未満の工事に係る一

般競争入札又は指名競争入札の執行

９ 鳥取県企業局財務規程第65条の３

の規定によりその例によることとさ

れる鳥取県建設工事執行規則に基づ

く知事の権限に属する事務のうち次
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に掲げるもの

(１) 第５条第１項又は第２項の規

定による契約書の作成のうち､ 請

負対象設計金額が50,000,000円未

満の工事に係るもの

(２) 第14条第１項 (第20条又は第

23条において準用する場合を含む｡)

の規定による予定価格の決定のう

ち､請負対象設計金額が50,000,000

円未満の工事に係るもの

(３) 第15条 (第20条において準用

する場合を含む｡) の規定による

最低制限価格の決定のうち､ 請負

対象設計金額が50,000,000円未満

の工事に係るもの

(４) 第19条第１項の規定による入

札参加者の指名のうち､ 請負対象

設計金額が50,000,000円未満の工

事に係るもの

(５) 第21条第１項の規定による見

積書の提出者の決定のうち､ 請負

対象設計金額が10,000,000円未満

の工事に係るもの

(６) 第22条の規定による請負契約

の相手方の決定のうち､ 請負対象

設計金額が10,000,000円未満の工

事に係るもの

(７)及び(８) 略

(９) 第33条第１項及び第２項の規

定による措置の請求のうち､ 請負

対象設計金額が50,000,000円未満

の工事に係るもの

(10) 第36条第７項､ 第37条後段､

第39条第５項､ 第40条後段又は第

に掲げるもの

(１) 第５条第１項又は第２項の規

定による契約書の作成のうち､ 請

負対象設計金額が2,500,000円 (東

部事務所長にあっては10,000,000

円､ 西部事務所長にあっては

50,000,000円｡ (２)から(４)まで､

(９)から(14)まで､ (17)､ (18)､

(20)及び(21)において同じ｡) 未

満の工事に係るもの

(２) 第14条第１項 (第20条又は第

23条において準用する場合を含む｡)

の規定による予定価格の決定のう

ち､ 請負対象設計金額が2,500,000

円未満の工事に係るもの

(３) 第15条 (第20条において準用

する場合を含む｡) の規定による

最低制限価格の決定のうち､ 請負

対象設計金額が2,500,000円未満の

工事に係るもの

(４) 第19条第１項の規定による入

札参加者の指名のうち､ 請負対象

設計金額が2,500,000円未満の工事

に係るもの

(５) 第21条第１項の規定による見

積書の提出者の決定のうち､ 請負

対象設計金額が2,500,000円 (東部

事務所長及び西部事務所長にあっ

ては､ 5,000,000円) 未満の工事に

係るもの

(６) 第22条の規定による請負契約

の相手方の決定のうち､ 請負対象

設計金額が2,500,000円 (東部事務

所長及び西部事務所長にあっては､

5,000,000円) 未満の工事に係るも

の

(７)及び(８) 略

(９) 第33条第１項及び第２項の規

定による措置の請求のうち､ 請負

対象設計金額が2,500,000円未満の

工事に係るもの

(10) 第36条第７項､ 第37条後段､

第39条第５項､ 第40条後段又は第
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40条の２第３項の規定による工期

又は請負代金の額の変更のうち､

請負対象設計金額が50,000,000円

未満の工事に係るもの

(11) 第39条第４項の規定による設

計図書の訂正又は変更のうち､ 請

負対象設計金額が50,000,000円未

満の工事に係るもの

(12) 第40条前段の規定による設計

図書の変更のうち､ 請負対象設計

金額が50,000,000円未満の工事に

係るもの

(13) 第40条の２第１項及び第２項

の規定による工事の施工の一時中

止のうち､ 請負対象設計金額が

50,000,000円未満の工事に係るも

の

(14) 第41条の規定による工期の延

長の承認のうち､ 請負対象設計金

額が50,000,000円未満の工事に係

るもの

(15) 略

(16) 第52条第１項 (第56条第２項

において準用する場合を含む｡)

の規定による工事の完成検査の命

令のうち､ 請負対象設計金額が

10,000,000円未満の工事に係るも

の

(17) 第59条第２項 (第56条第２項

において準用する場合を含む｡)

の規定による請負代金の支払のう

ち､請負対象設計金額が50,000,000

円未満の工事に係るもの

(18) 第61条第２項の規定による請

負代金の前金払のうち､ 請負対象

設計金額が50,000,000円未満の工

事に係るもの

(19) 略

(20) 第66条第４項の規定による請

負代金の部分払のうち､ 請負対象

設計金額が50,000,000円未満の工

事に係るもの

40条の２第３項の規定による工期

又は請負代金の額の変更のうち､

請負対象設計金額が2,500,000円未

満の工事に係るもの

(11) 第39条第４項の規定による設

計図書の訂正又は変更のうち､ 請

負対象設計金額が2,500,000円未満

の工事に係るもの

(12) 第40条前段の規定による設計

図書の変更のうち､ 請負対象設計

金額が2,500,000円未満の工事に係

るもの

(13) 第40条の２第１項及び第２項

の規定による工事の施工の一時中

止のうち､ 請負対象設計金額が

2,500,000円未満の工事に係るもの

(14) 第41条の規定による工期の延

長の承認のうち､ 請負対象設計金

額が2,500,000円未満の工事に係る

もの

(15) 略

(16) 第52条第１項 (第56条第２項

において準用する場合を含む｡)

の規定による工事の完成検査の命

令のうち､ 請負対象設計金額が

2,500,000円 (東部事務所長及び西

部事務所長にあっては､10,000,000

円) 未満の工事に係るもの

(17) 第59条第２項 (第56条第２項

において準用する場合を含む｡)

の規定による請負代金の支払のう

ち､ 請負対象設計金額が2,500,000

円未満の工事に係るもの

(18) 第61条第２項の規定による請

負代金の前金払のうち､ 請負対象

設計金額が2,500,000円未満の工事

に係るもの

(19) 略

(20) 第66条第４項の規定による請

負代金の部分払のうち､ 請負対象

設計金額が2,500,000円未満の工事

に係るもの
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(21) 第67条第１項の規定による請

負代金の代理受領の承認のうち､

請負対象設計金額が50,000,000円

未満の工事に係るもの

(22) 第72条第１項の規定による工

事の出来形部分の検査及び請負代

金の支払のうち､ 請負対象設計金

額が10,000,000円未満の工事に係

るもの

15 契約対象金額が10,000,000円未満

の土地､ 水面等の測量又は調査で工

事に係るものの執行の決定

16 契約対象金額が10,000,000円未満

の設計又は監督の委託の決定

17 予定価格が5,000,000円未満の工

事用材料の購入並びに予定価格が

1,000,000円未満の機械又は器具の購

入､ 借入れ及び修繕

18 １件の金額が50,000,000円未満の

支出負担行為

19 １件の金額が50,000,000円未満の

支出命令

(21) 第67条第１項の規定による請

負代金の代理受領の承認のうち､

請負対象設計金額が2,500,000円未

満の工事に係るもの

(22) 第72条第１項の規定による工事

の出来形部分の検査及び請負代金

の支払のうち､ 請負対象設計金額

が2,500,000円(東部事務所長及び西

部事務所長にあっては､10,000,000

円) 未満の工事に係るもの

10 契約対象金額が2,500,000円 (東部

事務所長及び西部事務所長にあって

は､ 10,000,000円) 未満の土地､ 水

面等の測量又は調査で工事に係るも

のの執行の決定

11 契約対象金額が2,500,000円 (東部

事務所長及び西部事務所長にあって

は､ 10,000,000円) 未満の設計又は

監督の委託の決定

12 予定価格が1,000,000円未満の工事

用材料の購入並びに予定価格が

500,000円未満の機械又は器具の購

入､ 借入れ及び修繕

13 １件の金額が2,500,000円 (東部事

務所長にあっては10,000,000円､ 西

部事務所長にあっては50,000,000円)

未満の支出負担行為

14 １件の金額が2,500,000円 (東部事

務所長にあっては10,000,000円､ 西

部事務所長にあっては50,000,000円)

未満の支出命令

20 鳥取県工業用水供給規程に基づく

知事の権限に属する事務のうち次に掲

げるもの

(１) 第５条第１項の規定による給

水の申込みの受理及び同条第２項

の規定による給水の承認のうち基

本使用水量が１日当たり1,000立

方メートル未満となる場合におけ

るもの

(２) 第６条第１項の規定による給

水の申込みの受理及び同条第２項

の規定による給水の承認のうち基
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本使用水量と特定使用水量の合計

が１日当たり1,000立方メートル

未満となる場合におけるもの

(３) 第７条第２項において準用す

る第５条第１項又は第６条第１項

の規定による使用水量の変更の申

込みの受理及び第７条第２項にお

いて準用する第５条第２項又は第

６条第２項の規定による使用水量

の変更の承認のうち変更する使用

水量が１日当たり1,000立方メー

トル未満となる場合におけるもの

(４) 第８条第１項の規定による給

水施設の工事の承認並びに同条第

２項の規定による給水施設の工事

の完成検査申請書の受理及び検査

(５) 第９条第２項の規定による給

水施設の検査

(６) 第10条第１項の規定による給

水の制限及び停止

(７) 第11条第２項の規定による給

水の適正を図るため必要な措置の

命令

(８) 第12条の規定による使用水量

の決定及び認定

(９) 第13条第１項の規定による水

量メーターに異常がある旨の通知

の受理

(10) 第16条の規定による利用の開

始又は廃止の届出の受理

(11) 第19条の規定による給水の停

止

21 その他予算措置を伴わない軽易な

もの

15 その他予算措置を伴わない軽易な

もの

東部事務

所長及び

西部事務

所長の委

任決裁事

項

１ 除草､ 清掃その他の施設の保全に

関する事務の委託の決定

２ 土木工事の執行のための土地の取

得若しくは使用若しくは地上権､ 地

役権その他土地に関する所有権以外

の権利､ 鉱業権､ 温泉を利用する権

利若しくは立木､ 建物その他土地に

定着する物件の所有権若しくは所有

権以外の権利の取得､ 使用若しくは
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消滅又はそれらに伴う損失の補償に

係る契約の締結

３ 不動産の登記の嘱託

４ １件の金額が5,000,000円未満の収

入命令 (第６号に掲げるものを除く｡)

５ 鳥取県工業用水供給規程に基づく

知事の権限に属する事務のうち次に

掲げるもの

(１) 第５条第１項の規定による給

水の申込みの受理及び同条第２項

の規定による給水の承認のうち基

本使用水量が１日当たり1,000立

方メートル未満となる場合におけ

るもの

(２) 第６条第１項の規定による給

水の申込みの受理及び同条第２項

の規定による給水の承認のうち基

本使用水量と特定使用水量の合計

が１日当たり1,000立方メートル

未満となる場合におけるもの

(３) 第７条第２項において準用す

る第５条第１項又は第６条第１項

の規定による使用水量の変更の申

込みの受理及び第７条第２項にお

いて準用する第５条第２項又は第

６条第２項の規定による使用水量

の変更の承認のうち変更する使用

水量が１日当たり1,000立方メー

トル未満となる場合におけるもの

(４) 第８条第１項の規定による給

水施設の工事の承認並びに同条第

２項の規定による給水施設の工事

の完成検査申請書の受理及び検査

(５) 第９条第２項の規定による給

水施設の検査

(６) 第10条第１項の規定による給

水の制限及び停止

(７) 第11条第２項の規定による給

水の適正を図るため必要な措置の

命令

(８) 第12条の規定による使用水量

の決定及び認定

(９) 第13条第１項の規定による水



附 則

この規程は､ 平成16年４月１日から施行する｡

企 業 局 訓 令

鳥取県企業局訓令第１号

鳥取県企業局公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める｡

平成16年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県企業局公印規程等の一部を改正する訓令

(鳥取県企業局公印規程の一部改正)

第１条 鳥取県企業局公印規程 (昭和38年鳥取県企業訓令第２号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下この条において ｢移動別表細目｣

という｡) に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下この条にお

いて ｢移動後別表細目｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動別表細目を当該移動後別表細目とし､ 移動

別表細目に対応する移動後別表細目が存在しない場合には､ 当該移動別表細目 (以下この条において ｢削除別

表細目｣ という｡) を削る｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示及び削除別表細目を除く｡ 以下この条におい

て ｢改正部分｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示を除く｡

以下この条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削る｡
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量メーターに異常がある旨の通知

の受理

(10) 第16条の規定による利用の開

始又は廃止の届出の受理

(11) 第19条の規定による給水の停

止

６ 工業用水給水料金の収入命令

改 正 後 改 正 前

別表 (第２条関係)

公印の種類 ひな形 寸法 管守者

知事印～課長印 略

所 長 印 〃 (６) 〃21 東部事務所長

別表 (第２条関係)

公印の種類 ひな形 寸法 管守者

知事印～課長印 略

所 長 印 〃 (６) 〃21 東部事務所長

〃 (７) 〃21 中部管理所長



(鳥取県企業局被服貸与規程の一部改正)

第２条 鳥取県企業局被服貸与規程 (昭和38年鳥取県企業訓令第８号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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〃 (７) 〃21 西部事務所長

企業出納員印 〃 (８) 略

〃 (９) 略

〃 (10) 略

専用知事印 〃 (11) 略

契 印 〃 (12) 略

ひな形

(１)～(６) 略

(７) 略

(８) 略

(９) 略

(10) 略

(11) 略

(12) 略

〃 (８) 〃21 西部事務所長

企業出納員印 〃 (９) 略

〃 (10) 略

〃 (11) 略

専用知事印 〃 (12) 略

契 印 〃 (13) 略

ひな形

(１)～(６) 略

(７)

(８) 略

(９) 略

(10) 略

(11) 略

(12) 略

(13) 略

改 正 後 改 正 前

別表 (第２条､ 第６条関係) 別表 (第２条､ 第６条関係)

被服の貸与を受ける

ことができる職員

種類 数量 貸与期

間 (月)

摘要 被服の貸与を受ける

ことができる職員

種類 数量 貸与期

間 (月)

摘要

略 略

２ 事務所において

発電所の保守管理

業務に従事する職

員

略 ２ 事業所において

発電所の保守管理

業務に従事する職

員

略

３ 事務所に勤務す

る職員 (１及び２

に掲げる職員を除

く｡)

略 ３ 東部事務所及び

西部事務所に勤務

する職員 (１及び

２に掲げる職員を

除く｡)

略

略 略

鳥 取 県 企

業 局 中 部

管理所長印



(中津ダム操作規程の一部改正)

第３条 中津ダム操作規程 (昭和50年鳥取県企業訓令第１号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

附 則

この訓令は､ 平成16年４月１日から施行する｡

病 院 局 管 理 規 程

鳥取県病院局財務規程の一部を改正する規程をここに公布する｡

平成16年３月30日

鳥取県営病院事業管理者 林 喜 久 治

鳥取県病院局管理規程第３号

鳥取県病院局財務規程の一部を改正する規程

鳥取県病院局財務規程 (平成７年鳥取県病院局管理規程第12号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢追加条｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (追加条を除く｡) に改

める｡
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改 正 後 改 正 前

(管理主任技術者)

第２条 河川法 (昭和39年法律第167号｡ 以下 ｢法｣

という｡) 第50条第１項に規定する管理主任技術者

は､ 鳥取県企業局東部事務所に置く｡

２ 略

(管理主任技術者)

第２条 河川法 (昭和39年法律第167号｡ 以下 ｢法｣

という｡) 第50条第１項に規定する管理主任技術者

は､ 鳥取県企業局中部管理所に置く｡

２ 略

改 正 後 改 正 前

(管理者の事務委任)

第２条 病院事業の管理者 (以下 ｢管理者｣ という｡)

は､ 次の各号及び次条各号に掲げる事務を除き､ 病

院局における財務に関する事務を局長又は病院長に

委任する｡

(１)～(７) 略

第３条 略

(管理者の事務委任)

第２条 病院事業の管理者 (以下 ｢管理者｣ という｡)

は､ 次の各号及び次条各号に掲げる事務を除き､ 病

院局における財務に関する事務を局長及び病院長に

委任する｡

(１)～(７) 略

第３条 略



附 則

この規程は､ 平成16年４月１日から施行する｡

病 院 局 訓 令

鳥取県病院局訓令第１号

鳥取県病院局被服交付規程の一部を改正する訓令を次のように定める｡

平成16年３月30日

鳥取県営病院事業管理者 林 喜 久 治

鳥取県病院局被服交付規程の一部を改正する訓令

鳥取県病院局被服交付規程 (平成７年鳥取県病院局企業訓令第４号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項を加える｡

附 則

この訓令は､ 平成16年４月１日から施行する｡
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(病院長の権限の専決等)

第３条の２ 病院長は､ この規程により委任された事

務の一部の処理について､ 管理者の承認を得て所属

職員に専決させることができる｡

２ 前項の規定により専決することとされた事務を決

裁する職員が不在のときは､ あらかじめ病院長が管

理者の承認を得て定める職員にその事務を代決させ

ることができる｡

改 正 後 改 正 前

(使用及び保管)

第６条 略

２ 略

３ 医療業務等を所掌する組織に属する職員が使用す

る被服のうち管理者が別に定めるものの保全に要す

る経費は､ 前項の規定にかかわらず､ 県の負担とす

る｡

(使用及び保管)

第６条 略

２ 略
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